
 

    平成２４年２月２７日（月） 

       １８：３０ 

  
稲嶺市長・訪米報告会 



 訪米の目的 
 

  ２０１０年１月の名護市長選挙において「辺野古の海は
もとより、陸上にも新たな基地は造らせない」という名護
市長・稲嶺進が当選したことにより、普天間飛行場の県内
移設反対の県民世論が高まった。 

   

    さらに、米国連邦議会からは、「辺野古移設は実現困
難」という見解や、沖縄駐留の海兵隊の丌要論なども出て
おり、米国での情勢をも大きく変化している。 

   

    このような米国連邦議会の動きに対し、普天間飛行場の移
設先地元の名護市長として、直接、米国政府、米国連邦議
会、およびシンクタンクの研究員の方々に名護市民・沖縄
県民の「普天間飛行場の辺野古移設反対の声」を届けるた
め、訪米し要請行動に取り組む。 
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 面談先 

 

○米国政府 

 ・国防省・国務省 

 

○米国連邦議会 

 ・上院軍事委員、上院歳出委員、下院軍事委員、 

  下院歳出委員など 

 

○シンクタンクなど 

 ・ブルックキングス研究所、ライシャワー研究所、
ＣＳＩＳ・国際戦略問題研究所、外交問題評議会、
ジョージ・ワシントン大学 
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訪米日程：平成２４年２月６日～１１日 
稲嶺名護市長・玉城衆議院議員の米国ワシントン訪問日程              

日時 ７日（火） ８日（水） ９日（木） 

午
前 

  
 0900－0945  
 ラス・カナハン下院議員      

 0915－0945 
 キース･エリソン下院議員補佐官 

 【ワシントン入り】  
 0940  玉城議員ﾀﾞﾚｽ空港着  
 
 空港→稲嶺市長講演会会場へ  
   

 0945－1030  
 マイク・ホンダ下院議員補佐官（歳出委） 

  

 1030－1100                    
  ジョン・フェファー（IPS政策研究所)      

 1000－1045  
 トーマス・ピートライ下院議員 
 （日本研究グループ）   

 1000-1130                  
 稲嶺市長 講演                   
 ｲｰｽﾄ･ｳｪｽﾄ･ｾﾝﾀｰ（国立研究機関） 
 

 1100－1200                     
 院内集会（下院） 

 1100－1145  
 ジム・ウェブ上院議員（軍事委） 

昼   
 1225－1250  
 ボルダ-ロ下院議員（グアム民主） 

 1230－1330  
 国防省：クリストファー・ジョンストン 
 （北東ｱｼﾞｱ部長） 
  国務省：カリン・ラング（日本副部長） 

 
 

  
 1300－1345 
 ベティ・マッカラム下院議員（歳出委） 

  

午
後 

1400  
 ジム・マクダモット下院議員補佐官（歳入委）       

  
 1445－1515  
 ダニエル・イノウエ上院議員（歳出委員長） 

 1530                        
 シーラ・スミス上級研究員 
 （外交問題評議会） 

 1500－1530  
 マイケル・オハンロン研究員 
 （ブルッキングス研究所） 

  

 1615－1700  
マイケル・グリーン（CSIＳ 戦略国際問
題研究所、日本部長） 

 1700－1730                   
 スーザン・デービス下院議員(軍事委) 

 1600－1645 
 マイク・モチヅキ教授 
 （ジョージ・ワシントン大学） 

 
 

 1730－1815  
 ダイアナ・デゲット下院議員補佐官     

 1745－1815 
 トム・コバーン上院議員補佐官（財政委） 

 1730 記者会見 
 （ナショナル・プレス・ビルディング） 

夜 1930 藤崎駐米大使 
 2015 
 ケント・カルダー所長 
 （ライシャワー東アジア研究センター） 

 1930 沖縄県出身者との懇談 
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 要請行動１日目（２月７日） 

日程 
 

１０：００～  講演会（イースト・ウェスト・センター） 
 

１４：００～  ジム・マクダモット下院議員補佐官 
 

１５：３０～  シーラ・スミス上級顧問研究員 

        （外交問題評議会） 
 

１６：１５～  マイケル・グリーン日本部長 

        （ＣＳＩS・戦略国際問題研究所） 
 

１７：３０～  ダイアナ・デゲット下院議員補佐官 
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講演会（場所：イースト・ウェスト・センター） 
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稲嶺市長より沖縄・名護市の現状説明 

前列は、シンクタンク関係者 質疑応答 



講演内容 

 

 辺野古移設に反対している理由 

 

１．自然環境の保全 

 

２．米軍基地の過重負担 

 

３．県内の政治状況の変化 
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 自然環境の保全（生物多様性） 
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・沖縄県の自然環境の保全に関する指針において、「自然環境 
 の厳正な保護を図る区域」であるランクⅠと評価されている。 
 

カヌチャ地域 

チリビシのアオサンゴ 

ハマサンゴの丘 

海藻藻場 

ユビエダハマサンゴ 

ジュゴン 

海藻藻場 

ウミガメ 



大浦湾の自然（生物多様性の地域） 
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ハマサンゴの丘 ユビエダ ハマサンゴ 

チリビシのアオサンゴ 

海藻藻場 



米軍基地の負担(名護市） 

 名護市には既に４つの米軍専用施設が所在（市面積の約１１％） 

 訓練等による騒音や環境への影響、米軍人による事件・事故の発生 
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 キャンプ・シュワブは名護市の東海岸に位置し、名護市
の総面積の約１０％を占めています。同施設は、国道３２
９号線を挟んで、名護市の久志岳を中心とする山岳・森林
地帯のシュワブ訓練地区と辺野古の海岸地域にあるキャン
プ地区からなっています。また、同施設では実弾射撃訓練
や水陸両用訓練が実施されており、訓練に伴う原野火災等
の事故も発生しています。 平成８年１２月のSACOの最
終報告により、普天間飛行場の返還に伴う代替海上施設案
が検討され、キャンプ・シュワブ水域がその移設先に決定
されています。 
 
•施設の概要 
•所在地：名護市、宜野座村 
•施設面積：２，２６２．６ha （２，０４２．７ha は名
護市に所在） 
•地主：５７５人 
•年間借地料：２５億４，１００万円 
•駐留軍従業員数：２５５人 
•施設の管理及び用途 
•管理：海兵隊 
•用途：演習場 
•名護市に所在するその他の米軍専用施設 
  辺野古弾薬庨、八重岳通信所、キャンプ・ハンセン 

航空機関連 ３７件 

流弾等      ６件 

原野火災 ３９件 

その他（訓練関連） ４５件 

その他の事件・事故 ４１件 

合計    １７７件 

1961 年7月 旧久志村辺野古のバー店内で、４７歳の女性従業員を刃物で刺殺。
２０歳の海兵隊２人が犯行を自供。 

1974年10月 名護市辺野古のカフェバーで、女性経営者（５２歳）が店内で就寝
中、強盗目的の１９歳の米兵にブロックで殴られ死亡。懲役１３年
の判決。 

1978 年4月 名護市数久田区の海岸約８０mの沖合に、キャンプ・シュワブ演習
場から発射された非爆破性の１０５ミリ砲弾が落下。 

1978 年12月 キャンプ・シュワブ演習場内で米兵が許田区に向けて機関銃を誤射。 

1979 年8月 名護市数久田で養豚用タンクに、キャンプ・シュワブ演習場内から
発射したと思われるM１２重機関銃弾が直撃する事件が発生。 

1982年7月 名護市の住宅建築現場で飲食店具売業員の３３歳の女性がシュワブ
所属の２２歳の海兵隊員に絞殺されるという事件が発生。 

1984年5月 名護市許田区でダンプカーのフロントガラスに米軍の戦車から発射
されたものと思われる銃弾が直撃する事件が発生。 

1989年11月 SH２Fシースプライトヘリコプターが辺野古崎の南東２～３キロの
海上に墜落し、乗員３人のうち２人は救助されたが１人が行方不明。 

1994年11月 キャンプ・シュワブで普天間基地所属のUH-ヒューイ輸送連絡ヘリ
コプターが着陸に失敗して墜落。１人が死亡、４人が負傷。 

2008年10月 嘉手納飛行場エアロクラブに所属する米軍所有の小型飛行機が、名
護市真喜屋のサトウキビ畑に墜落し周辺が炎上した。 

・名護市で発生した米軍関連の事件・事故（１９６１年以降） 
 

・名護市で発生した米軍関連の主な事件・事故（１９６１年以降） 
 

キャンプ・シュワブ 



米軍基地の負担(沖縄県全体） 
・日本の国土面積の約0.6%に満たない沖縄に、在日米軍専用施設の約７４％が

集中しており、これ以上の基地負担には耐えられない。 

・県内の海兵隊施設面積構成比は、75.8%    海兵隊の数は全体の60.8% 
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  資料：沖縄県 

オレンジ
が海兵隊 



県内の政治状況の変化 
 ２０１０年１月の名護市長選挙以降の県内の政治状況の変化 

 ・名護市長選挙、県議会決議、県民大会、名護市議会議員選挙、県知事選挙 

 現在は、オール沖縄で県内移設に反対をしている状況。 
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市民投票・選挙の結果 
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52% 48% 

２．名護市長選挙（2010年１月） 

稲嶺進  

島袋吉和  

53% 

1% 

8% 

38% 

１．名護市における米軍のヘリポート基地建設の是非を問う市民投票 

 (１９９７年１２月) 

 

 
反対   

環境対策や経済効果が期待できないので反対 

 

賛成   

環境対策や経済効果が期待できるので賛成 

 

53% 47% 

4. 沖縄県知事選挙 (2010年11月) 

仲井真弘多  

伊波洋一   
議席 

議席 

16 
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３．名護市議会選挙結果（2010年9月） 

          議席 

 

 

    その他  

    議席 

 
 

稲嶺市長を支持 

する議員 

全２７議席 



 面談の様子(要請１日目） 
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ジム・マクダモット下院議員補佐官との面談 

＜議員補佐官らのコメント＞ 
 
・米議会において、現行案に関しては政治的に
も厳しい状況にあり、財政的にもお金がかかり
すぎるという認識。 
 
・合意というのは東京とワシントンの間での合
意であり、その中に沖縄が入れず、置き去りに
されていることに問題があるのではないか。 
 

＜シンクタンク研究員らのコメント＞ 
 
・米国の基地が沖縄にあまりにも集中し過ぎて
いて、それを何とか日本やアジアの他の地域に
移していかねばならないということは、理にか
なっている。 
 
・辺野古が駄目なら、どこか他を見つけなけれ
ばならない。そのための努力が色々行なわれて
いる。米国内でも、普天間は閉鎖しなければな
らないということを理解している人たちは沢山
いる。 
 
 
 

シーラ・スミス上級顧問研究員（外交問題評議会） 



要請行動２日目（２月８日） 

日程 
 

 ９：００～  ラス・カナハン下院議員（外務委員）   

 ９：４５～  マイク・ホンダ下院議員補佐官（歳出委員） 

１０：３０～  ジョン・フェファー氏（ IPS政策研究所） 

１１：００～  下院での院内集会 

１２：２５～  マドレーヌ・ボルダーロ下院議員（グアム選出） 

１３：００～  ベティ・マッカラム下院議員（歳出委・軍事建設小委） 

１５：００～  マイケル・オハンロン研究員（ブルッキングス研究所） 

１７：００～  スーザン・デービス下院議員（軍事委員） 

１７：４５～  トム・コバーン上院議員補佐官（財政委員） 

２０：１５～  ケント・カルダー（ライシャワー東アジア研究 

        センター所長） 
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要請行動２日目（下院での院内集会） 

 院内集会 （議会関係者・一般向けの講演・意見交換） 
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 ネットワーク For  オキナワ（ジョン・フェファー代表）と名護市主催で
議員会館内で行なわれた。参加者の多くは、議員補佐官などの議会関係者。
稲嶺市長と玉城議員から沖縄の状況を説明した後、質疑応答が行われた。 



要請行動２日目（面談） 

 議員、議員補佐官、シンクタンク研究員との面談 
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スーザン・デービス下院議員(軍事委員） 

マイケル・オハンロン氏（ブルッキングス研究所） 

＜議員・議員補佐官らのコメント＞ 
 
・沖縄の政治状況や環境の観点から、現行案に
ついては反対の立場である。 
 
・面談前、この問題に対して特別な意見を持っ
ていなかったが、今回情報をいただいたことに
よって、今米国政府やっていることに問題を感
じている。海兵隊や国防省にさらなる詳細な情
報を求めていく。 
 
＜シンクタンク関係者らのコメント＞ 
 
・海兵隊については、人道的支援等で５０００
人程度を沖縄に駐留させ、その他をカリフォル
ニアやハワイなどに移転させるのは可能。 
 
・米国政府内（国務省や国防省など）において
も、多くは「辺野古は無理」という認識をして
いるが、とにかく辺野古にこだわっている。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 



要請行動３日目（２月９日） 

日程 
  ９：１５～  キース・エリソン下院議員補佐官(財政委員）   
 

１０：００～  トーマス・ピートライ下院議員（日本研究グループ） 
 

１１：００～  ジム・ウェブ上院議員（ 軍事委員） 
 

１２：３０～  クリストファー・ジョンストン部長（国防省北東アジア） 

        カリン・ラング日本副部長（国務省） 
 

１４：４５～  ダニエル・イノウエ上院議員（歳出委員長）  

  

１６：００～  マイク・モチヅキ教授（ジョージ・ワシントン大学） 
 

１７：３０～  記者会見（ナショナル・プレス・ビルディング） 
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要請行動３日目（面談・記者会見） 
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ジム・ウェブ上院議員（中央） 

記者会見（ナショナル・プレス・ビルディング） 

＜議員・議員補佐官らのコメント＞ 
 
・日米同盟関係は、東アジアの安定維
持のために非常に重要である。しか
し、沖縄の負担というものは、もう少
し和らげていかなければならない。 
 
・私たちは日本政府と合意したことを
実施していかなければならない。 
 
＜国防省・国務省関係者のコメント＞ 
 
・アジア・太平洋地域において、米軍
のプレゼンスを維持する一方、地元の
人々への影響は緩和していきたいと考
えているので、そういう意味でこのよ
うに意見交換することは大変重要。 
 
＜マイク・モチヅキ教授のコメント＞ 
 
・普天間の代替施設を沖縄に建設する
必要はないと考えている。 
 
 



要請行動・総括 

  講演会や面談をとおして、米国連邦議員、シンクタンク関
係者、政府関係者に対し、名護市・沖縄県の実情及び「普天
間飛行場の辺野古移設の反対の声」をしっかりと伝えること
ができ、名護市長として当初の目的を達成。 

   

  議員・補佐官に普天間移設問題や沖縄の基地問題、現状に
ついて正しく情報が行き届いていないということを感じた
が、面談を進める中で、理解を得ることができた。これか
ら、同問題に関し積極的に協力してくれると期待。 

 

  沖縄駐留の海兵隊のプレゼンスについて、日本政府は一貫
して“抑止力”であるとのことだが、要請行動をとおして、
その「抑止論」は崩れたことを実感  → パッケージの切り離
し、また米国においては財政的な観点から、海兵隊を本国へ
帰還させる等の議論がある。 
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     訪 米 報 告  
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